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I．調査の趣旨・目的
本調査は、共用品（アクセシブルデザイン製品）の出荷額ベースの市場動向を把握するため

に、1996年に経済産業省（当時は通商産業省）の委託事業としてスタートし、以来現在に至る
まで共用品推進機構によって継続して実施されてきた、国内唯一の共用品市場規模に関する定
点調査である。

調査開始時において、調査の目的、共用品を含む周辺の概念の分類と定義、市場規模の調査
対象品目の範囲等について、有識者による委員会を組織し、そこでの検討を通じて、現在の品
目と配慮点が決定されてきた。当初より掲げているは、下記の３つである。

調査実施の目的

１．市場規模の把握を通じた、共用品の社会全体の趨勢や課題の把握

２．産業界各分野に対して共用化配慮への関心を高め、特に共用品／共用サービスを開発しよ
うとする各分野の事業者や自治体・行政に向けた基礎情報の提供

３．共用品／共用サービスに関する、社会一般に対する普及啓発に役立つ基礎情報の提供
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II．調査対象の考え方
１．共用品の概念（１）定義・原則

共用品の概念は、下記のように定義・原則という形で整理されている。

共用品の概念

◆定義
身体的な特性や障害にかかわりなく、より多くの人々が共に利用しやすい製品・施設・サービス

◆原則
１．多様な人々の身体・知覚特性に対応しやすい
２．視覚・聴覚・触覚など複数の方法によりわかりやすくコミュニケーションできる
３．直感的でわかりやすく、心理的負担が少なく操作・利用できる
４．素材・構造・機能・手順・環境などが配慮され、安全に利用できる

※さらに共用品・共用サービスとは、次の三者を包含する概念である
・はじめから全ての人々を対象に適合するよう考える共用設計
・一般製品の利用上の不都合をなくすバリア解消設計
・福祉用具がもとで一般化した福祉目的の設計
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２．共用品の概念（２）～福祉用具や一般製品との関係

１．に示した定義・原則に基づき、共用品とその周辺の概念を福祉用具や一般製品との関係、
及び設計・デザインの意図のあり方等の視点から整理すると、図表１のように捉えることがで
きる。＊この図表では、共用品とその周辺の概念についてⅠ～Ⅵの６つの区分を想定しているが、このうちのⅡ～Ⅴの網掛け部分を、概念上の「共用品」として捉えている。

分
類

区 分 定 義

福
祉
用
具
が
も
と

Ⅰ 専用福祉用具
特定の障害や高齢による特定の機能対応の福祉用具で機能障害のない（一般
の）人には利用されない製品

Ⅱ 一般化した福祉目的の設計製品
もともと専用の福祉用具であったものであるが、特に意図した再設計・リデ
ザインをせず、一般の利用にも供する製品

Ⅲ 共用設計製品

もともと専用の福祉用具であったものを一般用途にも普及するように再設計・
リデザインされた製品

一
般
製
品
が
も
と

高齢や障害でも使いやすいように意図して全般的に設計・デザインされた製品

Ⅳ バリア解消設計製品
一般製品をベースに高齢や障害のある人が利用上バリアとなる部分を解消する
ための部分的な配慮上の設計・デザインを施した製品

Ⅴ ユースフル製品 設計デザインとして特に意図せず、高齢や障害でも使いやすい製品

Ⅵ 一般製品 特に高齢や障害者のために使いやすくなっていない製品

【図表１：福祉用具、一般製品との関係にみる共用品の概念】



4

３． 共用品市場規模調査の対象範囲

１．２．で示した概念を基盤としながら、実際に市場規模調査の対象とする個別の品目につ
いては、さらに次の視点から絞り込んでいる。図表２に示すように、図表１で整理したⅡ～Ⅴ
の共用品のうち、Ⅴを除いたⅡ～Ⅳを「狭義の共用品」と捉え、これを基本としながら、その
中にあって製品や設備の一部として組み込まれる部材部品（ドアレバー、水洗蛇口等）や、市
場規模推計に適さない製品（紙幣、プリペイドカード等）を除外した範囲を、市場規模調査に
おける、概念上の対象品目と考えている。

【図表２：共用品の概念と市場規模調査対象品目との関係】



III．調査の実施内容
１．調査対象とした品目と配慮点

Ⅱ．で示した考え方に基づき、具体的な対象品目として約30品目（図表３）の2024年度共用
品国内出荷額に関する調査を実施した。また各品目の具体的な配慮点とデータ収集開始年度に
ついては図４-１～図４-９に示した。

配慮分類 品目分類 品目

A.製品本体の配慮 ①一般機械器具 エレベータ、エスカレータ、ホームエレベータ、自動販売機、駅ホーム用自動ドア・自動
改札、ATM・CD機、温水洗浄便座、複写機

②電気機械 家庭電化機器、音響機器、映像機器、情報・通信機器、照明器具

③輸送用機械器具 乗用車（座席シフト）、バス（低床）、タクシー

④精密機械器具 時計・はかり

⑤金属製品 ガス器具

⑥住宅設備 住宅設備

⑦その他 机（天板上下）、玩具、ケトル、その他（家庭用ミシン、触地図、大活字書籍等）

B.容器・包装の配慮 ①食料品 ビール・酒

②化学工業品 シャンプー・リンス、医薬品、家庭用ラップ

【図表３：市場規模調査対象共用品の配慮分類及び品目】
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品目 A.①一般機械器具の主な配慮（主な共用品理由） 開始年度

エレベータ
階数スイッチに点字表示されている、階数表示を音声で行う、階数スイッチが車椅子でも使用可能な位置に
ある。

1995～

エスカレータ ステップがフラットになり、車椅子の使用が可能。 1995～

ホームエレベータ 階段での上下移動を解消している。 1996～

自動販売機 コイン投入口とボタンが低い位置になっており、 車椅子でも操作可能、表示部に点字。 1995～

駅ホーム用自動ド
ア・自動改札

電車の扉の位置に合わせてホームに設置されている（自動ドア）、車椅子でも通れるように幅を広くしてあ
る（自動改札）。

1995～

ATM・CD機 液晶表示ではなく、機械式操作ボタンで識別でき、音声で応答がある、点字表示など。 1995～

温水洗浄便座 用便後温水で洗浄、上肢が不自由でも清潔に用便可能。 1996～

複写機 車椅子でも操作しやすいようにディスプレイ部の傾斜、低位置化など。 1998～

【図表４-１：A.①一般機械器具の主な配慮（主な共用品理由）とデータ収集開始年度】
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A.製品本体の配慮 ①一般機械器具



品目 A.②電気機械の主な配慮（主な共用品理由） 開始年度

家庭電化機器

点字や凸表示等がある、点字またはカセットテープの取扱説明書がある、操作方法／操作結果や状態が音や
音声によって表示される、文字放送を受信できる、等。

1995～

音響機器 1995～

映像機器 1995～

情報・通信機器 1995～

照明器具 器具が昇降し、電球の取替が容易。リモコン付きで取り換え頻度が低いLED器具。 1996～

【図表４-２：A.②電気機械の主な配慮（主な共用品理由）とデータ収集開始年度】
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A.製品本体の配慮 ②電気機械



品目 A.③輸送用機械器具の主な配慮（主な共用品理由） 開始年度

乗用車（座席シフ
ト）

助手席、後部座席が車椅子で乗りやすいように回転・移動する。 1995～

バス（低床） 車椅子や高齢者でも乗りやすいように乗降部や床を低くした。 1995～

タクシー
車椅子や身体障害者、高齢者等も乗降しやすいよう、乗降口、手すり、車内、収納等に関する項目を定めた
国土交通省「ユニバーサルデザインタクシー」認定標準仕様を満たす。

2018～

【図表４-３：A.③輸送用機械器具の主な配慮（主な共用品理由）とデータ収集開始年度】

8

A.製品本体の配慮 ③輸送用機械器具、④精密機械器具

品目 A.④精密機械器具の主な配慮（主な共用品理由） 開始年度

時計・はかり 凸表示や凸文字表示があり触ってわかる、音声表示がある、数字表示部が見やすいよう大きな文字。 1995～

【図表４-４：A.④精密機械器具の主な配慮（主な共用品理由）とデータ収集開始年度】



品目 A.⑤金属製品の主な配慮（主な共用品理由） 開始年度

ガス器具
押しボタンタイプ式で簡単操作、点字表示、点字取扱説明書がついている、音声や光で作動状態を知らせる、
立消え安全装置がついている。

1995～

【図表４-５：A. ⑤金属製品の主な配慮（主な共用品理由）とデータ収集開始年度】
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A.製品本体の配慮 ⑤金属製品、⑥住宅設備

品目 A.⑥住宅設備の主な配慮（主な共用品理由） 開始年度

住宅設備
段差解消・手すりの設置・腰掛けての出入り容易な浴槽（以上浴室ユニット）、洗面台の昇降可能など車い
すでの利用可能な設計（洗面化粧台）、カウンターの高さ変更が容易・上部棚を手動や自動で下げられる設
計（システムキッチン）。

1996～

【図表４-６：A. ⑥住宅設備の主な配慮（主な共用品理由）とデータ収集開始年度】



品目 A.⑦その他の主な配慮（主な共用品理由） 開始年度

机（天板上下） 天板が昇降できるもの。 1996～

玩具
操作部等に凸表示がある、色の区別が手触りでもわかるようになっている、点字シールが添付されている、
電話等の玩具で「５」に凸表示がある、音が出ていることが光など音以外の方法で確認できる、筆談でのコ
ミュニケーションができる、手で触っても崩れたりずれたりしない（盲導犬マーク、うさぎマークの玩具）。

1995～

ケトル 沸騰を蒸気の笛で知らせる。 1996～

その他（家庭用ミ
シン、触地図、大
活字書籍等）

糸かけ、ダイアル式、スピードが遅い等操作が容易にできる（家庭用ミシン）、凹凸がついており手で触っ
てわかる地図（触地図）、見やすい大きい活字を使った書籍（大活字書籍等、96年度～）

1995～

【図表４-７：A. ⑦その他の主な配慮（主な共用品理由）とデータ収集開始年度】
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A.製品本体の配慮 ⑦その他



品目 B.①食料品の主な配慮（主な共用品理由） 開始年度

ビール・酒 上部に点字でビールあるいは酒と表示、非アルコール飲料と区別。 1995～

【図表４-８：B.①食料品の主な配慮（主な共用品理由）とデータ収集開始年度】
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B.容器・包装の配慮 ①食料品、②化学工業品

品目 B.②化学工業品の主な配慮（主な共用品理由） 開始年度

シャンプー・リン
ス

シャンプー容器側面にギザギザがあり、リンス容器と区別できる。 1995～

医薬品 パッケージに点字がついている、点字の取り扱い説明書が付いている。
1995～

家庭用ラップ 家庭用ホイルと区別するために、凸マークがついている。 1998～

【図表４-９：B.②化学工業品の主な配慮（主な共用品理由）とデータ収集開始年度】



２． 調査時期と調査手法

今回調査は2026年1月から2026年4月にかけて実施した。調査方法は、共用品の製造企業に対
するアンケート調査に加え、対象品目における、（共用品以外を含む）市場全体の規模や趨勢
を把握するため、公的統計、業界団体調査統計等も活用し、推計値をとりまとめた。例年同様、
一部品目については、アンケート調査実施時に、(一社)日本玩具協会、（一社）日本照明工業
会、（一社）日本福祉用具・生活支援用具協会等の協力を得た。なおアンケート回答に基づい
て国内出荷高を算出する際、対象品目によっては、重複計上の可能性があることから、OEMに関
するデータ把握も調査票で合わせて実施し、集計時に重複を除外するこれまでの手法を踏襲し
ている。また今回の調査対象年度は2024年度分のデータであるが、趨勢上の分析と推計の参考
として2023年度分のデータもあわせて収集した。

アンケートの回答率は約35.5%と前回よりも下回った。
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IV．調査の結果
2024年度の共用品市場規模は、３兆2,586億円となり、前年比で3.3％（1,046億円）増となった。改正障害者

差別解消法の施行（2024年４月）により、民間企業の合理的配慮が義務化し「共用品化」への投資が加速した
と考えられる。

個別の品目の状況について、出荷額の上位からみると、最も金額が大きく全体出荷額の１／３以上を占める
「家庭電化機器（11,392億円：2.4%、267億円増）」は全体では出荷額がわずかに増加した。2023年５月に新型
コロナ感染症が５類に移行し、消費者の旅行や外食等のサービスへの志向が高まる一方、物価高騰による節約
志向も影響したと考えられる。品目別に見ると猛暑の影響でエアコンの買い替えが進んだが、多くはほぼ横ば
いで推移する結果となった。

品目別の出荷額では２番手となる「ビール・酒（5,800億円：8.3%、444億円増）」については、ビール系飲
料（ビール、発泡酒、新ジャンル）で、単価の高いビールの需要が、猛暑の影響や2023年10月からの酒税改正
の減税効果もあって数量を伸ばした。対照的に新ジャンルは増税となったことで、出荷額を大きく落とした。
一方でビール系以外のジャンル（缶チューハイ等）は、コロナ禍以来の家飲みの定着等を背景に堅調に出荷額
を伸ばし、ビールと合わせて全体金額の引き上げに貢献した。

上記に次いで高い出荷額となっている「住宅設備（3,417億円）」については、横ばいとなった。

その他、元来周期変動のある品目ともいえる「バス（低床）：385億円、27.1%、82億円増」 、2024年7月の
新紙幣（新札）発行による対応への影響で「ATM・CD機：243億円、25.9%、50億円増」、障害のある子どももな
い子どもも共に遊べる共遊玩具への取り組みがより進み「玩具：338億円、7％、22億円増」となった。
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14【図表５：共用品市場規模金額の推移（単位：億円）】



Ⅴ．今後の調査のあり方について
昨年度も検討課題となっていたが、2018年度に「ユニバーサルタクシー」を新規追加した後、

新たな品目の追加をしていない。昨今、書籍の分野ではアクセシブルブック、情報の分野では
スマートフォンなどのＩＴ機器による様々な情報提供が行われている。市場規模の対象となっ
ていないアクセシブルデザインＪＩＳを採用した品目もある。市場規模となる新たな品目の定
義を見直し、市場規模調査の在り方を引き続き検討する方向である。
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【参考資料】アンケート調査票
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(公財)共用品推進機構宛返信用封筒、FAX（03-5280-2373）、メール（admarket@kyoyohin.org）のいずれかにてご返送いただけますと幸いです。 
調査票は本紙以外に、次のサイトから word データもご利用いただけます。https://www.kyoyohin.org/ja/research/admarket_study202512.php 
以下の品目コードに該当する項目のデータをダウンロードいただけますと幸いです。 

 
◆◆◆ 共用品の市場規模推計のためのアンケート調査票 ◆◆◆ 

《 回答用紙その１ 》 
次ページ（回答用紙その２）で貴社にお答えいただきたい市場規模推計 
対象の共用品は以下の品目です。品目コードは 4 です。 
＊下記以外にも、共用品の概念（右記）に該当すると思われる品目があれば、 

  追加ご記入下さい。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｆ１．ご回答者に関してお答えください。 

貴社名 
 

所在地 
〒 

 

記入ご担当者 ﾌﾘｶﾞﾅ 

氏名 
 

所属・役職 
 

連絡先 

TEL FAX 

Email 

（参考）共用品の概念について 
 

 

【定義】 

   共用品とは、「身体的な特性や障害にかかわりなく、より多くの人々が共に利用しやすい製品・施設・

サービス」 

 

【原則】 
１．多様な人の身体・知覚特性に対応しやすい 

２．視覚・聴覚・触覚など複数の方法により、わかりやすくコミュニケーションできる 

３．直感的でわかりやすく、心理的負担が少なく操作・利用ができる 

４．弱い力でも扱える、移動・接近が楽など、身体的負担が少なく利用しやすい 

５．素材・構造・機能・手順・環境などが配慮され、安全に利用できる 

 
 

 

 

福祉用具          共 用 品        一般製品 
 

                    ③      ①     ② 

 
 

 
【参考解説】 

①最初から全ての人々を対象に、適合するよう考える共用設計 

②一般製品の利用上の不都合をなくすバリア解消設計 
③福祉用具がもとで一般化した福祉目的の設計 

 

 
洗面化粧台 
・高さが変えられる、車椅子や座った状態で洗えるように鏡や器具・洗面器等がセットされている

など  

↑調査票のリンク先

QR コードです。 

《 回答用紙その２ 》 
問：貴社における共用品の出荷額についてお伺いします。 
   前ページでお願いいたしました共用品について、商品品目ごとに、貴社の共用品の 2023 年度（2023 年 4 月～2024 年 3 月）～2024 年度（2024 年 4 月～2025 年 3 月）の 2 年間の出荷額等を、

以下の様式（別紙記入例参照）に沿ってお答えください。なお、それ以外にも今回の共用品の定義に該当すると思われる品目があれば追加ご記入下さい。 

 

品目名 2023 年度（2023 年 4 月～2024 年 3 月）（参考） 2024 年度（2024 年 4 月～2025 年 3 月） 
製造等形態（いずれか 1 つに○印

をつけてください）*１ 
主な「共用品」化の配慮点、工夫の内容を 

お書きください 

（前ページで既にこちらから指定させていただいて

製品については記入不要です） 

自社製造 自社ブ
ランド
他社に
製造委

託 

輸入 

自社
ブラン
ドで供
給＊２ 

他社
ブラン
ドで供

給 
 

共用品ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ数 
       ｱｲﾃﾑ 

共用品出荷数量 
  *３ 

共用品出荷高 
  *４      千円 

共用品ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ数 
       ｱｲﾃﾑ 

共用品出荷数量 
  *３ 

共用品出荷高 
  *４      千円 

 
  （千円）   （千円） 

     

 
  （千円）   （千円） 

     

 
  （千円）   （千円） 

     

 
  （千円）   （千円） 

     

 
  （千円）   （千円） 

     

 
  （千円）   （千円） 

     

 

  （千円）   （千円） 

     

 
 
   （千円）   （千円） 

     

 

  （千円）   （千円） 

     

 
 
   （千円）   （千円） 

     

 
 
   （千円）   （千円） 

     

*1：同じ品目でも「製造等形態」が異なる場合には行を変え、この欄にはいずれか１つに○印をつけてください。 

*2：ブランドを特に付さない場合を含みます。 

*3：共用品出荷数量は品目ごとに使用している単位もお書きください。 

*4：共用品出荷額については、国内製造品は国内出荷額ベース、輸入品は輸入品国内出荷額ベースでお書きください。 

 



【参考資料】
2025年度共用品市場規模調査調査報告書情報公開サイト
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https://www.kyoyohin.org/ja/research/report_marketscale.php

【別表１：共用品市場規模市場規模金額明細(1995～2024年度）】
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